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はじめに 

国民健康保険は、被用者保険等に属さない全ての人が加入する公的医

療保険として、国民皆保険を支える上で重要な役割を果たしてきました。しか

しながら、年齢構成が高いことなどによって、医療費水準が高く、また、低所得

者が多く加入するなど、様々な構造的な問題を抱えており、多くの自治体で

厳しい財政運営を強いられています。  

本市においても、近年、加入者数の減少等による保険料収入の低迷や、

退職者医療制度の廃止による交付金の削減などにより、歳入が減少する一

方、医療技術の進歩・高度化等による医療費の増加、高齢化の進行による

後期高齢者医療、介護保険の各制度への拠出金の増加等、歳出が増大す

ることによって、国民健康保険の財政は非常に厳しい状態となりました。この

結果、国民健康保険事業特別会計は、平成 27年度から連続して収入不足

（実質的な赤字決算）となり、平成 28年度決算では累積赤字額が2億6,217

万円に達しました。  

このような深刻な国民健康保険財政の状況を踏まえ、市は国民健康保険

事業の安定的な運営を確保するため、平成30年2月に「銚子市国民健康保

険事業特別会計財政計画」（以下「計画」という。）を策定し、国民健康保険

財政のさらなる健全化に取り組むこととしました。  
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第１章  計画の策定  

１  計画の目的  

この計画は、国民健康保険財政の収支不均衡を改善し、国民健康保

険事業の安定的な運営を確保するために、現状を的確に捉え、財政の健

全化に向けた効果的な取組を計画的に進めることを目的としています。 

 

２  計画の期間  

計画の期間は、平成30年度から令和4年度までの5年間とします。 

 

３  計画の進行管理  

この計画の取組状況を把握し、必要に応じて修正や見直しを図りなが

ら、目標達成に向けて、最適な進行管理を行います。国の制度改革等の

動向によっては、期間や内容の見直しを行うものとします。  

 

 

令和3年3月改訂内容  

〇  P10、11と P15以降の表やグラフについては、令和元年度までは  

実績値、令和2年度は決算見込み等、令和3年度及び4年度は推計値  

とした。 

ただし、P28のグラフについては、一年遅れの集計となるため、令和  

2年度以降を推計値とした。 

〇  年度の統一（和暦に統一）を実施。 例  2019年度  ⇒ 令和元年  

度など 

〇  その他文章の整理など  
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第２章  これまでの状況  

１  国民健康保険被保険者及び保険料等の状況  

（１）  被保険者数及び国保世帯数  

国民健康保険の被保険者数は、平成20年度は27,158人でしたが、

平成 28年度には20,643人となり、8年間で6,515人 （割合では約

24％、1年当たりでは約800人）減少しました。 

国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計によると、千葉

県においては、今後、総人口が減少するとともに、75歳に到達すること

により後期高齢者医療制度へ移行する者の著しい増加が見込まれる

ことから、被保険者数の減少は続いていくものと考えられます。  

 

 

また、国民健康保険に加入する世帯数は、平成20年度は13,868

世帯でしたが、平成28年度には11,850世帯となり、8年間で2,018世

帯（割合では約15％、1年当たりでは約250世帯）減少しています。 

71,471 70,402 69,299 68,128 68,930 67,566 66,413 
64,990 63,857 

27,158人 26,786人 26,327人 25,559人 24,935人 24,161人 23,198人 21,884人 20,643人
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（２）  保険料調定額及び収納率  

国民健康保険料の調定額は、平成 20年度は27億6,000万円でし

たが、平成 28年度には22億 3,000万円となり、8年間で5億 3,000万

円（割合では約19％、１年当たりでは約7,000万円）減少しています。

これは、被保険者数の減少に伴い、所得割に係る賦課対象額が減少

していることが一番の要因となっています。  

また、実際の収納額では、平成 20年度は23億2,000万円でしたが、

平成28年度には20億1,000万円となり、この間に3億1,000万円（割

合では約13％）減少しています。調定額より収納額のほうが減少割合

が低い理由は、収納率が向上したことによるものです。収納率は、平

成28年度には89.95％となり、平成 20年度から6.11ポイント向上して

います。これは、平成25年度から現年賦課分の徴収強化や預金調査

など、毎年新たな未収金対策を実施し、滞納処分の取組を強化した

ことによるものと考えられます。 

しかしながら、収納率の向上以上に被保険者数の減少が著しいこと

から、保険料収納額は減少している状況です。  

26,968 26,994 26,964 26,884 
28,113 27,939 27,800 27,586 27,496 

13,868 13,866 13,782 13,530 13,344 13,137 12,837 12,327 11,850 
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また、国民健康保険料の一世帯当たりの調定額は、平成20年度に

は19万4,000円でしたが、平成 28年度には18万3,000円となり、8年

間で1万1,000円減少しています。 

しかし、被保険者一人当たり調定額は、平成20年度には10万円で

したが、平成28年度には10万4,000円となり、8年間で4,000円増加し

ています。被保険者一人当たり調定額が増えている理由は、主に一

世帯当たりの被保険者数が減少しているためと考えられます。  
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（３）  診療費等  

国民健康保険の診療費は、平成 20年度には49億8,000万円でし

たが、平成 28年度には53億 2,000万円となり、8年間で3億 4,000万

円（割合では約 7％、1年当たりでは約 4,000万円）増加しています。

診療費は、診療報酬の改定時には一時的に下がる傾向にありますが、

医療技術の高度化等による診療費の高騰や被保険者の高齢化、被

保険者数の減等の要因により、平成22年度以降は増減を繰り返す傾

向が見られます。 

また、診療件数は、平成 20年度には23万 2,000回でしたが、平成

28年度には20万 7,000回となり、8年間で2万 5,000回（割合では約

11％、1年当たりでは約3,000回）減少しています。これは、被保険者

数の減少に伴い、医療機関等の受診者数も減少したものと考えられま

す。 
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一人当たりの診療費は、平成20年度には19万円でしたが、平成28

年度には25万 4,000円となり、8年間で 6万 4,000円 （割合では約

34％、1年当たりでは8,000円）増加しています。 

また、1件当たりの診療費は、平成20年度には2万1,500円でしたが、

平成 28年度には2万 5,700円となり、8年間で4,200円（割合では約

20％、1年当たりでは約500円）増加しています。 

受診率は、平成 20年度には 886％でしたが、平成 28年度には

989％になり、8年間で103ポイント（割合では約12％、1年当たりでは

約13ポイント）増加しています。 
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（４）  一人当たり総医療費  

一人当たり総医療費は、平成 20年度には24万4,000円でしたが、

平成 28年度には33万円となり、8年間で8万 6,000円（割合では約

35％、1年当たりでは約1万1,000円）増加しています。 

また、総医療費は、平成 20年度には67億 4,000万円でしたが、平

成28年度には70億6,000万円となり、8年間で3億2,000万円（割合

では約5％、1年当たりでは約4,000万円）増加しています。  

なお、平成20年度以降で総医療費が最大となった年度は、平成23

年度と平成27年度で、その額は74億1,000万円です。総医療費は、

一人当たり総医療費が前年度より大きく増加した場合に増加し、平成

22年度以降は増減を繰り返す傾向が見られます。 
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２  国民健康保険料の賦課方式の状況  

（１）  保険料率の推移  

（医療給付分）  

年度  所得割  資産割  均等割  平等割  賦課限度額  

昭和 61 年度  7.50% 50.00%  4,200 円   6,900 円  37 万円  

昭和 62 年度  7.70% 51.00% 10,200 円  15,000 円  39 万円  

昭和 63 年度  〃  〃  〃  〃  40 万円  

平成元年度  〃  〃  〃  〃  42 万円  

平成 2 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 3 年度  〃  〃  〃  〃  44 万円  

平成 4 年度  〃  〃  〃  〃  46 万円  

平成 5 年度  〃  〃  〃  〃  48 万円  

平成 6 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 7 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 8 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 9 年度  9.00% 〃  14,100 円  18,800 円  50 万円  

平成 10 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 11 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 12 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 13 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 14 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 15 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 16 年度  11.00% 45.00% 20,000 円  24,000 円  53 万円  

平成 17 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 18 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 19 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 20 年度  6.30% 20.00% 22,000 円  〃  47 万円  

平成 21 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 22 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 23 年度  〃  〃  〃  〃  50 万円  

平成 24 年度  6.80% 〃  24,000 円  29,000 円  51 万円  

平成 25 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 26 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 27 年度  〃  〃  〃  〃  52 万円  

平成 28 年度  〃  〃  〃  〃  54 万円  

平成 29 年度  〃  〃  〃  〃  〃  

平成 30 年度  〃  〃  〃  〃  58 万円  

令和元年度  〃  〃  〃  〃  61 万円  

令和 2 年度  〃  〃  〃  〃  63 万円  
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（後期高齢者支援金分）  

年度  所得割  均等割  賦課限度額  

平成 20 年度  2.20% 11,000 円  12 万円  

平成 21 年度  〃  〃  〃  

平成 22 年度  〃  〃  〃  

平成 23 年度  〃  〃  13 万円  

平成 24 年度  〃  〃  14 万円  

平成 25 年度  〃  〃  〃  

平成 26 年度  〃  〃  〃  

平成 27 年度  〃  〃  17 万円  

平成 28 年度  〃  〃  19 万円  

平成 29 年度  〃  〃  〃  

平成 30 年度  〃  〃  〃  

令和元年度  〃  〃  〃  

令和 2 年度  〃  〃  〃  

 

 

（介護納付金分）  

年度  所得割  均等割  賦課限度額  

平成 12 年度  0.90%  9,000 円   7 万円  

平成 13 年度  〃  〃  〃  

平成 14 年度  〃  〃  〃  

平成 15 年度  〃  〃   8 万円  

平成 16 年度  1.10% 11,000 円  〃  

平成 17 年度  〃  〃  〃  

平成 18 年度  〃  〃   9 万円  

平成 19 年度  〃  〃  〃  

平成 20 年度  1.80% 14,000 円  〃  

平成 21 年度  〃  〃  〃  

平成 22 年度  〃  〃  〃  

平成 23 年度  〃  〃  10 万円  

平成 24 年度  〃  〃  12 万円  

平成 25 年度  〃  〃  〃  

平成 26 年度  〃  〃  〃  

平成 27 年度  〃  〃  16 万円  

平成 28 年度  〃  〃  〃  

平成 29 年度  〃  〃  〃  

平成 30 年度  〃  〃  〃  

令和元年度  〃  〃  〃  

令和 2 年度  〃  〃  17 万円  
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（2）  賦課割合の推移  

平成24年度の保険料率の改定以降の各賦課区分の調定額の全

体に対する割合を見てみると、平等割と資産割の占める割合は、ほぼ

同程度で推移し、均等割の占める割合は、やや減少傾向、所得割の

占める割合は、増減する傾向が見られます。 

増減の主な要因は、一世帯当たりの被保険者数の減少、景気や天

候の影響等による所得の変動などが考えられます。 
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３  国民健康保険事業特別会計の財政状況  

平成24年度の保険料率の改定以降の財政状況を見ると、保険料収

入は、一貫して減少傾向にあって、平成24年度の24億7,000万円から

平成29年度には20億3,000万円となり、5年間で4億4,000万円減少し

ています。 

平成 24年度から平成 27年度までは、法定外の一般会計繰入や財

政調整基金からの繰入により、おおむね収支の均衡を保っていましたが、

平成27年度末で基金は底をつき、平成28年度以降は、法定外繰入及

び基金繰入はなく、大幅な収入不足となっています。 

 

 

平成 平成 平成 平成 平成 平成

24 25 26 27 28 29

年度 年度 年度 年度 年度 年度

24.7 24.3 23.0 21.7 20.9 20.3

保険料（現年） 22.5 23.2 22.0 20.5 20.1 19.5

保険料（滞繰） 2.2 1.1 1.0 1.1 0.8 0.8

22.5 24.3 22.8 22.4 21.3 19.4

3.6 3.5 3.8 3.2 1.8 1.4

18.5 18.7 18.8 20.0 19.2 22.4

5.5 5.4 6.0 5.7 5.4 5.2

10.2 10.7 10.0 24.1 24.0 22.5

0.2 0.3 0.4 0.3 0.4 0.4

6.2 5.5 7.3 9.0 7.3 7.0

一般会計繰入金（法定） 5.2 5.0 6.0 7.4 7.3 7.0

一般会計繰入金（法定外） 0.9 0.5 0.5 0.0 0.0 0.0

基金繰入金（取崩） 0.0 0.0 0.8 1.6 0.0 0.0

0.1 0.4 0.1 0.2 0.0 0.0

91.3 93.1 92.1 106.6 100.4 98.5

1.4 1.3 1.3 1.4 1.4 1.5

59.0 60.6 59.1 61.7 59.2 57.7

12.7 13.0 12.7 12.5 11.8 11.1

6.2 6.3 6.2 5.5 5.2 4.9

9.5 10.1 10.6 24.4 23.5 21.9

0.5 0.6 0.7 0.7 0.7 0.7

1.2 0.8 1.3 1.0 0.6 0.8

0.0 0.0 0.0 0.0 0.6 2.6

90.5 92.8 91.9 107.2 103.0 101.2

0.8 0.3 0.2 -0.6 -2.6 -2.7

1.9 2.3 1.6 0.0 0.0 0.0

※　支出の前期高齢者納付金と老人保健拠出金は、僅少のため記載していません。

※　端数処理のため計が合わないことがあります。

計

総務費

保険給付費

前年度繰上充用金

計

保健事業費

その他

後期高齢者支援金

介護納付金

共同事業拠出金

財政調整基金残高（年度末）

【単位　億円】

前期高齢者交付金

千葉県支出金

共同事業交付金

繰入金

国民健康保険料

国庫支出金

療養給付費等交付金

その他

支
出

差し引き

収
入

　　　　　　　　　　　　　　　年　度

　　科　目

繰越金
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第３章  今後の見通し 

国民健康保険事業特別会計の収支見通しについて、平成30年度から実

施される国民健康保険の制度改正を考慮し、財政健全化のための方策を取

り入れ、今後5年間にわたる保険給付費や被保険者数等を推計しました。  

 

１  被保険者数と国保世帯数の推計  

被保険者数と国保世帯数の推計については、当初の計画では、被保

険者数を平成30年度から毎年660人程度減少する推計としていましたが、

平成30年度から令和 2年度は実績又は見込みに基づく被保険者数に、

令和3年度及び4年度の被保険者数は、過去の減少率等を参考に被保

険者数見込みを修正し、国保世帯数についても、同様に見直ししました。  
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４
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国保世帯数 被保険者数（人）

推計 国保世帯数 推計 被保険者数（人）
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２  保険給付費の推計  

保険給付費については、その内訳である療養諸費、高額療養費、出

産育児諸費、葬祭費に分けて推計しました。 

療養諸費と高額療養費については、当初の計画では、過去10年間の

実績値の推移から増加割合を求め、平成 29年度の実績値に増加割合

を考慮したものを推計値としていましたが、平成30年度から令和2年度は

実績又は決算見込みの数値に、令和3年度及び4年度は、過去3年間の

平均増加率から１人当たりの額を推計し、被保険者数を乗じて算出した

ものです。 

また、出産育児諸費と葬祭費については、当初の計画では、平成29年

度の実績値を平成30年度以降も同じ値として推計していましたが、療養

諸費等と同様にこれまでの減少傾向を反映した推計としました。  

 

     （単位  億円）  

  療養諸費  高額療養費  出産育児諸費  葬祭費  計  

実
績
値 

平成２０年度  49.41 4.90 0.36 0.10 54.77 

平成２１年度  50.21 5.12 0.31 0.09 55.73 

平成２２年度  51.92 5.65 0.47 0.10 58.14 

平成２３年度  54.27 6.38 0.30 0.10 61.05 

平成２４年度  52.48 6.03 0.40 0.08 58.98 

平成２５年度  53.63 6.58 0.31 0.08 60.61 

平成２６年度  52.42 6.26 0.33 0.10 59.11 

平成２７年度  54.17 7.17 0.26 0.08 61.69 

平成２８年度  51.60 7.16 0.31 0.08 59.15 

平成２９年度  50.28 7.14 0.21 0.08 57.71 

平成３０年度  46.62 6.38 0.12 0.07 53.20 

令 和 元 年 度 46.04 6.57 0.16 0.06 52.83 

推
計
値 

令 和 ２ 年 度 45.19 6.71 0.13 0.07 52.10 

令 和 ３ 年 度 46.06 6.80 0.15 0.07 53.08 

令 和 ４ 年 度 44.65 6.59 0.15 0.07 51.47 

※  端数処理のため計が合わないことがあります。  
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３  国民健康保険の新制度について  

平成27年5月27日に成立した「持続可能な医療保険制度を構築する

ための国民健康保険法等の一部を改正する法律」においては、平成 30

年度から都道府県が国民健康保険の保険者として財政運営の責任主

体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等、国保運営に中

心的な役割を担うことで、制度の安定化を図ることとされています。  

 

（１）  標準保険料率  

国民健康保険の新制度の方策の一つとして、平成 30年度から実

施されるのが都道府県による標準保険料率の提示です。将来的な保

険料負担の平準化を進めるため、都道府県が市町村ごとの標準保険

料率を提示することにより、標準的な住民負担の見える化が図られる

ものです。 

具体的には、まず都道府県は、毎年度、厚生労働省令で定めると

ころにより、当該都道府県内の市町村ごとの保険料率の標準的な水

準を表す数値（標準保険料率）を算定します。都道府県が、市町村

の標準保険料率を示すことで、各市町村は他市町村との比較も含め、

市町村ごとのあるべき保険料率とその理由を把握することが可能とな

るものです。 

 

（２）  国民健康保険事業費納付金  

都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体となる上で、標

準保険料率と共に最も重要な要素のひとつが国民健康保険事業費

納付金です。都道府県は、医療給付費等の見込みを立てた上で、公

費等の拠出で賄われる部分を除いた額を、国民健康保険事業費納

付金の額として、これを市町村ごとに決定します。この納付金の額を決

定する際には市町村の年齢調整後の医療費水準、所得水準を考慮

します。原則として、市町村の所得水準が同じ場合、年齢調整後の医

療費水準に応じた負担となり、年齢調整後の医療費水準が同じ場合、

所得水準が高いほど納付金負担が大きくなり公平な保険料水準とな

るものです。 
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なお、市町村は、都道府県の示す標準保険料率を参考に、当該市

町村の保険料算定方式や予定収納率に基づいて、保険料率を定め

ます。市町村は、定めた保険料率により、保険料を賦課・徴収し、都

道府県に国民健康保険事業費納付金を納めます。  

一方、都道府県は、市町村が行う療養の給付等に要する費用を、

全額、市町村に国民健康保険給付費等交付金として支払います。  
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第４章  財政健全化への取組  

平成29年度決算における2億6,701万円の収入不足（累積赤字）を解消し

て、国民健康保険財政の健全化と事業運営の安定化を確保することが、こ

の財政計画の最大の目的です。  

 

１  財政健全化の目標  

収入不足については、短期間での解消は、保険料の大幅な引上げにつ

ながるため、国保世帯の急激な負担増にならないよう、平成30年度以降、

穏やかな施策を講じていきます。 

 

２  重点取組  

（１）  保険料率改定方針  

現在、本市の国民健康保険料は、条例に保険料率を規定する

「条例明示方式」を採用しています。この方式による保険料率の改定

は、運営協議会に料率改定（案）を諮問し、答申を頂き、その答申を

受け、条例に明示する料率改定（案）を条例改正という形で市議会に

提案し、議決いただくものです。 

前述の第３章３（１）のとおり、毎年、県から標準保険料率が示され

ることになります。本市は、この標準保険料率を参考にして料率改定

を検討します。 

しかしながら、県から示される標準保険料率を参考にして料率改定

をする場合、提示時期が毎年年明け頃になると、運営協議会の開催、

市議会への条例改正提案など非常に厳しい日程になります。  

そのため、従来の「条例明示方式」から、「賦課割合方式（告示方

式）」への変更を今後、検討していきます。  

なお、「賦課割合方式（告示方式）」とは、保険料額全体に対する

所得割額、資産割額、均等割額、平等割額の比率（シェア割合）の

みを条例に規定するもので、実際の保険料率は、その年の経費見込

額などを元に計算して決定していくものです。  

今後、国民健康保険財政の収支見通しや国民健康保険料の保

険税化などを見据えて、協議を重ね方針を定めていきます。  



21 

 

（２）  翌年度歳入繰上充用金の解消  

平成29年度決算における翌年度歳入繰上充用金（累積赤字）に

ついては、法定外の一般会計繰入を行いながら、本計画期間内に解

消していきます。 

法定外の一般会計繰入は、保険給付と保険料負担の関係性が不

明瞭となることや、被保険者以外の住民に負担を求めることとなること

などから、安易に行うべきものではありませんが、基金が底をつくなか

で、被保険者の保険料負担の急激な増減を緩和するための方策とし

て、やむを得ずこのような措置をとるものです。  
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（３）  収支見通し  

前2項による、収支の見通しを示します。  

 

（単位　億円）

Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

国民健康保険料（現） 18.75 17.76 16.52 16.11 15.66

国民健康保険料（滞） 0.88 0.82 0.84 0.71 0.76

県支出金 54.01 53.46 52.90 53.97 52.36

繰入金 6.97 6.07 5.92 6.05 5.97

諸収入等 0.35 0.41 0.48 0.33 0.33

計 80.96 78.52 76.66 77.17 75.08

総務費 1.44 1.41 1.39 1.46 1.46

保険給付費 53.20 52.83 52.10 53.08 51.47

国民健康保険事業費納付金 22.86 22.83 22.24 21.46 20.80

保健事業費 0.82 0.79 0.58 0.95 1.04

諸支出金等 1.33 0.05 0.08 0.06 0.06

予備費 0.00 0.00 0.00 0.10 0.10

計 79.65 77.91 76.39 77.11 74.93

1.31 0.61 0.27 0.06 0.15

※前年度繰上充用金、法定外の一般会計繰入金を算入していない。

　 計画の最終年度である令和4年度に国民健康保険料の4%引き上げを見込んでいる。

（単位　億円）

Ｈ30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

上の表

以外収入 法定外の一般会計繰入金 0.00 0.00 0.00 0.20 0.20
上の表

以外支出 前年度繰上充用金 2.67 1.36 0.75 0.48 0.22

-1.36 -0.75 -0.48 -0.22 0.13

上の２つの表は、端数処理のため計が合わないことがあります。

被保険者数（人） 18,366 17,540 17,046 16,279 15,546

被保険者１人あたり保険料（円） 111,814 111,076 105,288 108,554 109,500

保険料現年分収納率（％） 91.29 91.14 92.05 91.17 92.00

保険料滞納繰越分収納率（％） 22.93 23.71 25.86 23.25 25.50

差し引き（単年度収支）※

支出
※

収支見通し

収入
※

実質収支
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３  国民健康保険料賦課の適正化  

国民健康保険の保険料は、「医療給付費分」「後期高齢者支援金分」  

「介護納付金分」からなり、それぞれの必要額を被保険者に負担していた

だきます。本市では、後期高齢者医療制度が創設された平成２０年度に

「後期高齢者支援金分」の保険料率を定め、併せて「医療給付費分」及

び「介護納付金分」を改定しました。その後、平成24年度に「医療給付費

分」を改定した後は見直しをしていないため、この間、後期高齢者医療費

及び介護保険給付費の増大に伴う保険者負担の増加に対応できていな

い状況です。 

本計画の最終年度となる令和 4年度は、繰上充用の解消とともに、県

内で1市となった資産割賦課のあり方も含めた保険料賦課の適正化に取

組みます。 

 

４  国民健康保険料の収納率向上  

（１）  現年賦課分の徴収対策の徹底等  

現年分徴収対策については、平成 25年度から現年優先の徴収方

法に変更したことにより、現年収納率は3年間で4.46ポイント向上しま

したが、平成 27年度収納率は89.43％であり、千葉県平均収納率

89.53％に到達していない状況です。  

課題としては、口座振替率が平成 27年度実績は40.76％であり、

千葉県平均 40.86％を下回っていることから、現年分収納率向上に

効果的な口座振替加入促進や資格の適用適正化事業を実施し、併

せて滞納を未然に防ぐための新たな取組を検討する必要があります。  

このようなことから、毎年成果指標とその目標値（実施件数、目標

率等）を定める「事項別実施計画」及び詳細な「年間計画」に基づき、

現年賦課分の初期滞納者への催告を強化し、早期に滞納整理に着

手します。口座振替について、広報ちょうし等への加入勧奨案内の掲

載頻度を増やし、国保加入時や保険証、納付書の発送時などあらゆ

る機会を捉え、加入勧奨と利用の促進を図ります。  

新規滞納者による滞納防止策として、口座振替不能者及び現年

滞納者への納付勧奨を強化します。保険資格の適用適正化は、退職
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者医療被保険者や保険資格の重複加入の疑義がある世帯等につい

ての資格確認、居所不明調査等を徹底していきます。  

これらの取組により令和2年度の決算見込みにおける現年分収納

率は92.05％となり、平成 27年度と比較して2.62ポイント改善する見

込みですが、目標には届いていないため、引き続き収納率向上に努

めます。 

 

（2）  滞納繰越分の収納率改善、未収金の縮減  

滞納繰越分徴収対策については、平成 25年度から差押え等の滞

納処分を実施し、平成26年度から延滞金徴収を徹底したことにより、

平成 27年度滞納繰越分収納率は14.96％であり、前年度比較で

4.51ポイント向上しましたが、千葉県平均収納率 19.70％には到達し

ていない状況です。  

未収金は、時効による不納欠損処理などにより減少傾向にあります

が、平成27年度決算で総額約4億2,300万円と依然多額に達してい

る不納欠損額を減少させていくために滞納繰越分の収納率を向上さ

せる必要があります。また、被保険者の負担の公平性と歳入を確保す

るため、滞納整理の取組を推進していく必要があります。  

92.05%

93.00%

93.00%

80.00%

82.00%

84.00%

86.00%

88.00%

90.00%

92.00%

94.00%

96.00%

98.00%

100.00%

※収納率目標は、収支見通しで保険料収入を算出する際に用いた率とは異なります。

収納率目標（現年分）

収納率 目標
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このようなことから、今後については、毎年定める「事項別実施計画」

と詳細な「年間計画」を定め、組織的な進行管理の下、滞納繰越分

の収納率改善と未収金総額の縮減に取り組んでいきます。現年分の

未納者の早期把握に努め、早めの納付勧奨を行い、新たな滞納を増

やさないようにしていきます。財産調査を実施し、納付能力があると判

断した場合においては、時機を逸することなく差押え等の処分を行っ

ていきます。 

高額滞納者の滞納整理については、既に税務課への徴収事務移

管を行っていますが、移管対象を拡大するなど税務課との連携を更に

強化して滞納整理及び滞納処分を行います。国保資格の異動や高

額療養費等の給付、短期保険証の交付時などにおいても、滞納者の

情報共有を行い、税務課との連携した取組を推進していきます。  

これらの取組により令和2年度決算見込みにおける滞納繰越分収

納率は25.86％となり、平成27年度と比較して10.9ポイント改善し、当

初の収納率目標を上回る見込みとなったため、目標を見直ししました。  

 

 

 ※収納率目標は、収支見通しで保険料収入を算出する際に用いた率とは異なります。  
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５  健康増進等による医療費適正化の推進について  

（ 1）  特定健康診査及び特定保健指導の強化による早期発見、早

期治療促進の強化  

疾病の早期発見、早期治療を促進するため、「自分の健康は自分

でつくる」という考えから、被保険者の皆さんに自主的に健診を受けて

いただき、健康づくりに関する意識の向上を図ることが必要です。  

本市の特定健康診査受診率は、新型コロナウイルス感染症の影響

が大きい令和2年度を除き、概ね微増していますが、全国平均や県内

平均と比べ低い状況にあることから、広報ちょうしへの掲載や個別通

知の方法を工夫する等により、受診勧奨、周知徹底を図り、受診率向

上を目指していきます。また、特定保健指導や各種がん検診等の受

診勧奨等も併せて実施し、疾病の早期発見等の取組を進めていきま

す。 
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（2）  生活習慣病の改善強化  

生活習慣病は、今や健康長寿の最大の阻害要因となっているだけ

でなく、医療費の増加にも相関しています。生活習慣病の多くは、不

健康な生活の積み重ねによって引き起こされるものです。  

特定保健指導の実施率を高め、生活習慣病の改善につながるよう、

被保険者を対象に、さまざまな生活改善や健康増進のための啓発活

動を推進していきます。 
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（3）  糖尿病性腎症重症化予防  

糖尿病性腎症は、腎臓の中で中心的な働きをする糸球体が、高血

糖状態が長く続くことにより、糸球体の血管が脆くなったり、膜に変化

が起きたりして、ろ過機能が働かなくなってしまう状態を言います。  

近年、糖尿病性腎症等が原因で新規の透析患者が増えており、今

後も増加していくことが予想されます。糖尿病性腎症等の発症は、血

糖や血圧の管理により、抑制できることから、健康づくり課と連携し、銚

子市データヘルス計画に基づく糖尿病性腎症重症化予防のための取

組を強化していきます。 

また、近年、歯周病による歯周病菌が血液中でインスリンの働きを

阻害する物質を増やし、糖尿病を悪化させることが確認されました。こ

のことから、糖尿病の予防対策として口腔ケアを推進するため、医科

歯科連携ができる体制づくりや広報活動などに取り組みます。  

 

（4）  ジェネリック医薬品の使用促進  

被保険者の立場で医療費を減らすことができる方法の一つに、「ジ

ェネリック（後発）医薬品の使用」があります。ジェネリック医薬品の使

用促進は、医療費縮減に即効性があることから、積極的に取り組む必

要があります。 
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まとめ 

国民健康保険は、国民皆保険を支える医療制度であり、将来にわた

り安定した運営を維持しなければなりません。現状においては、制度的・

構造的な課題もありますが、国民健康保険財政の健全化に向けて、こ

の計画を着実に推進していきます。  

なお、今後、社会経済情勢の変化や制度改正などが発生したときは、

必要に応じて計画の見直しを行うこととします。  
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